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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、小学校高学年向けに開発した認知行動療法に基づく不安の予防教育
プログラム「勇者の旅」の効果を検証することであった。
プログラムの実践を希望した小学校30校において、1回45分×全10回の授業が各学校の教員により実践された。
プログラム実施前後およびフォローアップの計3回、子どもの不安スコアを測定する質問紙調査（SCAS）が実施
された。分析の結果、プログラム実施学級(n=1622)の児童の不安スコアは、非実施学級(n=1123)の児童のスコア
に比べ、有意に低減していた。

研究成果の概要（英文）：This study was the first large-scale research of the effectiveness of “
Journey of the Brave”, a cognitive behavior therapy-based anxiety prevention program aimed at 
higher grade elementary school children, when it is facilitated by a classroom teacher as part of 
regular classes in Japan.
In either 5th or 6th grade classes of 30 elementary schools which chose to participate in the 
program, ten 45 minutes sessions were conducted by classroom teachers; and SCAS (Spence Children’s 
Anxiety Scale) scores were analyzed using a self-report questionnaire three times for the pre- and 
post-intervention and follow-up period. The result of a statistical analysis of changes in SCAS 
scores showed that the SCAS scores of the intervention group children (n=1,622) who completed the 
program were significantly reduced compared with the control group (n=1,123).

研究分野： 小児発達学、精神看護学

キーワード： 予防教育　認知行動療法　メンタルヘルス　児童・思春期
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研究成果の学術的意義や社会的意義
子どものメンタルヘルスの問題に対する認知行動療法（以下；CBT）の有効性が示されている中、諸外国ではCBT
に基づく予防教育プログラムの開発と大規模な効果検証が進められている。しかし日本では、予防目的のCBTプ
ログラムの開発や効果研究はほとんど行われていない。
本研究は、日本の子ども向けに開発されたCBTに基づく不安の予防教育プログラム「勇者の旅」に関する、国内
初の大規模効果研究であった。学校現場で教員がプログラムを実施することでの介入効果が示されたことは、今
後、プログラムの普及を進める上で、学術的にも社会的にも意義のある成果が得られたものと考える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
児童・思春期の子どもの精神疾患の中では、不安症が最も多いとされる１）。児童・思春期に

不安症を発症した場合、慢性化して成人期の問題へと発展する２）ことや、うつ病など他の精神
疾患へと発展するリスクも高いことが指摘されている３）ことから、成人期の問題に発展しない
ためにも、子どもの不安の問題に対する予防や早期介入を行うことは重要である。 
日本においても、子どもの不安症有病率は 10％程度４）、うつ状態は 13％程度５）と報告され

ている。子どもの抱える心理的問題は多様化・深刻化している６）ことや、発達障害児の二次障
害として不安やうつの問題が増加していることからも、児童・思春期の子どもに対して、直接
的なメンタルヘルス教育を行う必要がある７）ことが指摘されている。しかし、これまで日本の
学校現場では、保健体育等の授業を通してこころの健康教育が一部行われているものの、精神
医学や心理学の理論に基づく体系的なメンタルヘルス教育は行われていない。 
欧米諸国では、子どものメンタルヘルスの予防プログラムとして、認知行動療法（以下；CBT）

に基づく予防プログラム（以下：CBT プログラム）が、学校教育の中に取り入れられるように
なってきている。CBT は当初、子どもから成人までの心理（精神）的問題に対する非薬物療法
としての有効性が示されたことから発展してきた心理（精神）療法であるが、近年、子どもの
不安や抑うつの予防効果が明らかになるに従い、予防的観点からも注目されるようになった。 
予防目的の CBT プログラムの中でも、オーストラリアの Barrett らが開発した FRIENDS 

Program（以下；FRIENDS）が、evidence based の CBT プログラムとして広く知られている８）。
2004 年には WHO が、子どもの不安やうつに対する唯一の支援プログラムとして推奨し、その後
は世界各地で効果検証が行われているが、開発国以外で行われてた効果検証においては、介入
効果が示されなかったという報告が、近年日本の国内外で散見されている９）。以上のことから、
日本において効果的なメンタルヘルス教育を実現するためには、自国の社会文化的背景を踏ま
えたプログラムの開発と効果検証が必要と考えた。 
筆者らはまず、日本の子ども向け CBT プログラム「勇者の旅」を開発し、予備的研究として、

通常学級に通う児童（介入群 n=13、対照群 n=16）を対象に、効果検証を行った１０）。その結果、
対照群に比べて介入群児童の不安が有意に低減し、その効果はプログラム終了後 3ヶ月におい
ても維持されていた。以上の結果から、効果的なメンタルヘルス教育の実現・普及を目指すた
めにも、今後は「勇者の旅」プログラムを日本全国の学校現場において広く実践し、プログラ
ムの効果や一般化可能性について更に検証を行っていく必要があると考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、小学校の通常学級に在籍する高学年児童に対し、CBT に基づく不安の予防

教育プログラム「勇者の旅」を、学校教員が授業の一環として実施し、プログラム非実施学級
児童に比べて不安が低減されるかどうかを、不安の症状評価尺度を用いて検証することであっ
た。これまでに筆者らが行った先行研究では、研究参加者数が不十分であったり、プログラム
実施者が専門家であったりするなどの限界があったため、本研究では、十分な研究参加者を集
めるとともに、授業担当者は学校教員に限定した。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、所属機関の倫理審査委員会の承認を得て行われた。 
研究参加者（参加校）の募集にあたっては、文部科学省委託事業「子どもみんなプロジェク

ト」を通して、連携教育委員会等に働きかけを行った。その結果、3県より 30 校の学校から実
践協力の希望があったため、夏季休業中に各地域・各学校の授業担当教員を対象に、学校認知
行動療法研修会（6時間ワークショップ）を開催した。 
実践協力校となった各学校に対し、小学校 5年生または 6年生のどちらか一方をプログラム

実施学級（介入群）に、もう片方の学年を非実施学級（比較群）に設定するよう依頼した。プ
ログラム実施学級において、1 回 45 分×全 10 回の「勇者の旅」プログラムが、担任教師また
は養護教諭により、通常の授業時間内に行われた。プログラム実施学級には、各児童に１冊ず
つワークブックが配布された他、教員には指導案が配布され、授業は指導案に基づき実施され
た。プログラムが実施されている間、プログラム非実施学級では通常の授業が行われた。 
プログラム実施学級・非実施学級ともに、①プログラム開始前(Baseline)、②プログラム終

了後、③Follow-up（以下；FU）の計 3回、スペンス児童不安尺度１１）（以下；SCAS）による質
問紙調査を実施した。FU調査の実施後、各学校より、個人情報を除く質問紙調査データを収集
し、両群間の不安スコアの変化を解析した。また SCAS の他に、プログラムの満足度を把握する
ための、オリジナルのアンケート用紙（自由記載欄を含む）も配付回収した。 
 
４．研究成果 
（１）研究の主な成果 
 2017 年 1月～3月にかけて、30校の小学校がプログラム実施および研究協力を希望した。そ
のうち 3校は、学校カリキュラムとの関係で年度内に全ての授業の実施が難しいとの報告があ
ったため、本研究の参加校は 27 校となった。プログラム実施する 61学級 1701 名と、プログラ
ムを実施せずアンケートのみ回答する 40学級 1197 名に対し、各学校において文書による研究
説明が行われた。その結果、介入群 1622 名、統制群 1123 名の保護者より同意が得られ、計 2745



名が、本研究の参加児童となった（図１）。 
2745 名の児童のうち、2678 名（97.6％）がプログラム開始前の質問紙に回答した。Baseline

の SCAS 全体の平均スコアは 21.82 点(SD=16.54)であった。なお、男女間での Baseline スコア
には有意な差が認められたが
(t(2655.9)=8.27, p<0.001)、
群間および地域間においては
有意な差は認められなかった。 
Baseline の質問紙調査実施

後、全 10 回の「勇者の旅」プ
ログラムが、介入学級の担任教
師（または養護教諭）によって
行われた。毎回の授業後には、
授業の内容を復習するための
ホームワークシートが配布さ
れた。 
プログラム終了後、および１

～３か月後 FU の計 3 回、実施
学級および非実施学級におい
て、質問紙調査(SCAS)が担任教
師により実施された。質問紙調査の結果は各学校で専用ファイルに入力され、氏名等の個人情
報を除いたデータが提出された。なお、プログラムは 2017 年 9 月～2018 年 2 月にかけて実施
されたが、学校によってプログラムの進度が大きく異なったため、FU の実施時期は、学校によ
り 1～3か月後とばらつきがあった。 
 
図２は、プログラム実施学級お

よび非実施学級の SCAS スコアの
変 化 を 、 MMRM(mixed-effects 
model for repeated measures)
により解析した結果である。
Baseline から FUまでの変化量の
推定値は、プログラム実施学級で
-4.91(95%CI: -5.91to -3.90) 、
非 実 施 学 級 で -2.53(95%CI: 
-3.52 to -1.54)であり、群間差
の推定値は 2.37 (95%CI: 1.42 to 
3.33, p < .0001)と、プログラム
実施学級の不安スコアの有意
な低減が確認された。 
 続いて、Baseline の SCAS スコアが上位 10％となる 45 点以上の児童を高不安群とし、高不安
群とそうでない群（SCAS<45）のそれぞれについてサブグループ解析を行った。その結果、高不
安群では、Baseline から FU までの変化量の推定値が、プログラム実施学級で-3.48 (95%CI: 
-4.41 to -2.56)、非実施学級で-7.82 (95%CI: -12.51 to -3.14)であり、群間差の推定値は
8.23 (95%CI: 3.63 to 12.83, p=.001)と、不安スコアの有意な低減が確認された。また、Baseline
のスコアが 45点以下の群においても同様に解析した結果、Baseline から FU までの変化量の推
定値は、プログラム実施学級で-16.05 (95%CI: -20.99 to -11.12)、非実施学級で-1.86 (95%CI: 
-3.41 to -1.56)であり、群間差の推定値は 1.63 (95%CI: 0.74 to 2.52, p=.0004)と、プログ
ラム実施学級の有意な不安スコア低減が確認された。 
 プログラム終了時に回収した、プログラム満足度を調査するオリジナルのアンケート用紙に
は、「不安はとても大切だということがわかった」「勇者の旅で不安を小さくすることができた」
「苦手なことが減ってよかった」「学んだことをこれからの生活に役立てていきたい」など、肯
定的な感想が数多く寄せられた。 
 
（２）得られた成果の国内外における位置づけとインパクト 
 本研究は、認知行動療法に基づく不安の予防教育プログラム「勇者の旅」を、日本の小学校
で実施することの効果を検証した、国内で最大規模の非ランダム化比較試験であった。本研究
の結果、1 日 6 時間の指導者養成研修会を受講した教師が、教室で 1 回 45 分×全 10 回の「勇
者の旅」プログラムを実施することにより、子どもの不安が有意に低減することが示されたこ
との意義は大きい。その主な理由を以下に述べる。 
 
① 6 時間の研修を受けた学校教員により効果が示されたこと 
本研究は、学校教員が「勇者の旅」の全授業を実施した場合の効果を検証した初めての研究

であった。2014 年にイギリスで報告された予防プログラム(FRIENDS)のクラスターランダム化
比較試験（以下；c-RCT）では、全ての介入指導者が事前に 2日間のトレーニング研修を受け、

図 1 研究参加者のフローチャート 

図２ プログラム実施前後の SCAS スコアの変化量 



その後もトレーナーから継続的なスーパーヴィジョンを受けていたにも関わらず、学校教員が
プログラムを実施した群は、プログラム非実施群と比べて有意な不安スコアの低減がみられず、
有意な低減が示されたのは、専門家が実施した群のみであった１２）。また、Fisak Jr らは 2011
年に予防プログラムのメタアナリシスを行い、その結果から、学校教員による実施は専門家に
よる実施に比べて効果が出にくいことを明らかにしている (Fisak Jr et al., 2011)。しかし、
専門家が実施しなければ効果の出ないプログラムは、マンパワーやコストの面などで課題が多
く、予防プログラムの普及を踏まえると、学校教員が介入指導者となる必要がある。このこと
から、学校教員による実施で効果が得られたことは、本研究の大きな成果の 1つであったと考
える。 
なお本研究では、教師によるプログラム（授業）の質を担保するため、様々な工夫を行った。

一例として、事前に開催した指導者養成研修会を、実践的なロールプレイ形式の内容にしたこ
とが挙げられる。研修会で参加者が、教師役と児童役それぞれのロールプレイを経験すること
で、授業の進め方や全ステージの流れを体験的に理解することができ、さらにプログラム開発
者から直接、実践上の注意点などの具体的な説明を受けたことにより、勤務校での授業実践の
質の担保につながった可能性があると考える。 
 
② 計 450 分の授業時間で効果が示されたこと 
2014 年にイギリスで行われた予防プログラムの c-RCT は、60分/回の授業を全 9回（540 分）

かけて実施されていた。Werner-Seidler ら(2017)が行った予防プログラムのメタアナリシスに
よると、約 7割のプログラムが 45分～60分/回で実施されているが、75～120 分/回かけて実施
されるプログラムも 3割程度あるとされる１３）。しかし日本では、学習指導要領との関係で、1
回 45 分以上の授業時間を確保することは難しい。そこで「勇者の旅」は、日本の小学校のカリ
キュラムに合わせ、1回 45分×全 10回（450 分）の構成とした。結果的に、他の予防プログラ
ムに比べて総時間数が短くなったにも関わらず、実施学級児童の不安低減効果が確認された。 
成人を対象とした治療目的の CBT であっても、1回のセッションは 50～60 分程度が標準的で

あり、子どもの集中力の持続時間を考えても、1 回のセッション時間が長くなることは望まし
いことではない。以上より、本研究で 1 回 45 分×10 回の授業で介入効果が示されたことは、
日本の学校現場での普及を踏まえた際に、意義深い結果であったと考える。 
 
③ 高不安群においても効果が示されたこと 
本研究における SCAS の Baseline スコアを分析した結果、日本の小学校通常学級に在籍する

約 10％の子どもは、SCAS 平均スコアが 45 点を上回ることが示された。つまり、小学校の各学
級（1 クラス 30 名程度）に 3～4 名は、カットオフ値を超える高不安の児童が存在すると推定
される。この子ども達は、不安症発症の予備軍、不登校のハイリスク群と捉えることもできる。
学校で、授業の一環としてプログラムを実施することは、予防のみならず早期介入という意味
合いも大きく、高不安の児童にとっても効果のあるプログラムであることは、予防プログラム
の条件として必要不可欠であると考える。 
「勇者の旅」を含め、予防プログラムの多くは、治療のエビデンスが示されている認知行動

療法をベースに作成されているため、高不安群の子どもにとっても有益である可能性は高いが、
先に述べた FRIENDS の c-RCT では、高不安群の子どもに有意な不安スコアの低減は見られず、
低不安群の helth-led のみ有効性が示されたことが報告されている。なぜこのような結果につ
ながったのかは定かではない（Stallard らは power の問題を挙げている）が、ユニバーサルア
プローチの利点が最大限に活かされるためには、高不安群と低不安群の双方の児童にとって有
用なプログラムであることが重要である。 
以上のことから、本研究のサブグループ解析で、高不安群とそうでない群のどちらのグルー

プにおいても、介入群の不安スコアが有意に低減していたことの意義は大きいだろう。 
 
（３）本研究の限界と今後の展望 
 本研究は、いくつかの方法論的限界があった。 
 まず 1点目に、本研究は非ランダム化比較試験であり、プログラム実施学級と非実施学級が
ランダム割付されていなかったことが挙げられる。 
本研究は、「勇者の旅」プログラムに関する日本で最初の大規模効果検証研究であったが、今

回、このように多くの学校の研究協力を得ることができたのは、「自分たちの学校でぜひプログ
ラムを実施したい」という、学校側の熱意があったためである。仮に、日本の学校をランダム
に割りつける c-RCT を実施しようとする場合、当然ながら、各学校が 5割の確率でプログラム
非実施群に割りつけられてしまうことになるため、その可能性をもちつつも研究に協力しよう
と手を挙げる学校は、少なかったものと予想される。しかし今後、よりエビデンスレベルの高
い効果検証を行うためには、c-RCT を行うことが必要である。そのためにも、本研究で得られ
た成果を全国の学校現場および教育委員会、文部科学省等に広く周知し、c-RCT 実現へ向けて
協力を仰いでいく必要があると考える。 
2 点目に、FU の期間が短く、長期的な不安スコアの変化がどうだったか不明であることが挙

げられる。日本の殆どの小学校では毎年クラス替えが行われ、それに伴い担任教師も入れ変わ
るため、今回の研究では、研究協力校の募集/決定、事前アンケート、プログラム実施、事後・



FU アンケート調査実施までを、4月から学年末の 3月までの年度内で行う必要があった。さら
に、日本の小学校 6年生は 4月になると中学校へ進級し、小中の間で児童生徒の ID やデータを
引き継ぐシステムがないことから、長期にわたる縦断的データを収集することは困難という現
状がある。しかし、予防プログラムの評価には、長期的・縦断的な評価が必要不可欠である。
以上のことから、今後は政府（文部科学省）や各地域の教育委員会などに協力を仰ぎ、「勇者の
旅」プログラムの予防効果に関する縦断的な研究を行っていく必要があると考える。 
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